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1．研究背景 
まず、本研究の背景を説明する。日本は低頻度の地震災害が多いのに加えて関わらず、
近年ますます頻繁に起こる台風など風水害が毎年各地域で発生している。このような災害
は発生する時間や場所を確定することができないが、我々は事前に準備することで被害を
減らすことができる。 
巨大災害が起こった直後は、自助、共助が公助より有効だと言われている。たとえば、
阪神・淡路大震災の際に、約 90%の人は、自力で脱出したり、家族、友人、隣人などによ
って救出された。救助隊によって救助されたのはわずか 1.7%しかなかったという調査結果
がある。この調査を見ると、自助、共助により巨大災害が起こった際には、命を守ること
ができることが分かる。この自助と共助が災害の際に発揮されるためには、普段から活力
ある近隣コミュニティを構築しておくとともに、防災知識を学んでおくことが大切だと考
える。 
なお本研究では主としてニュータウンを対象にして機論するが、その理由は以下のとお
りである。戦後に経済成長が進み、大都市の既成市街地では、居住に適した土地が不足す
るようになり、大都市郊外(場合によって農村集落の近辺)において大規模なニュータウン
建設する開発があちこちで進んだ。その結果、同じニュータウンと周辺に住む旧住民と新
住民の乖離・対立や昨日不全のコミュニティが多く存在するなどの課題が発生している。
このような地域では、災害が起こった際に、自助・共助が発揮される必要があるが、それ
を達成する壁になると考えられるからである。 
 
2．研究の目的 
本研究の目的は、二つある。一つ目は、地域における固有の課題に応じた取り組みを調
べることを通じて、災害に強い地域づくりについて提案することである。二つ目は、災害
に強い地域づくりのためには、地域の多様性を総合的に活用することが重要であることを
示すとともに、異なる地域同士の交流と学ぶ機会を設けることが有用であることを提案す
ることである。 
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3．研究方法 
研究方法として、インタビュー調査、アンケート調査と事例分析、という 3 つの調査方
法を利用する。まず、三田市の全体的な情報を把握するために、インタビュー調査を通じ
て、三田市三地域の地区特性、災害タイプ、地域活動及び近隣付き合い、の 4 つの側面か
ら分析を行う。次に、ニュータウンの地域に存在する課題や住民の防災意識を把握するた
め、また地域の多様性が活用できるかどうかを提案することを前提に、アンケート調査を
実施する。今回のアンケート調査を通じて、三田市フラワータウンの住民に対して、地域
の課題や不安、求めている活動、地域のコミュニティ及び防災意識、3 つの側面から分析
を行う。最後に、フラワータウンの中の狭間が丘地区を取り上げて、事例分析を行い、狭
間が丘地区の地域課題と今後求めている地域活動を明らかにする。 
 
4．調査の結果と考察 
インタビューを通じて、三田市の旧市街地（高次地区）、ニュータウン（狭間が丘地区）、
農村部（乙原地区）三地域の防災に関する取り組み及び地域住民の防災意識を明らかにし
た。三地域の防災に関する取り組みは、防災のテーマを中心に取り組む地域（狭間が丘地
区）もあること、防災に直接結びつける意図がなくても地域のコミュ二ティ力を高めるた
めに一生懸命に活動をしている地域（高次地区）もあることが分かった。また防災活動の
代わりに、配布資料をきちんと作成する地域（乙原地区）もあることや、それぞれの地域
防災の取り組みが異なること、その結果、三地域の住民の防災意識も異なると考えられる。
また、地理特性によって、三地域の災害タイプも異なることを確認した。高次地区は、人
口密度、建物密度及び建物の老朽化、木造化の割合が高いため、建物倒壊や延焼火災など
地震災害による被害が最も大きい。乙原地区は、山地部が多く、大雨で土砂災害の被害が
一番考えられる。狭間が丘地区は、建築基準に基づく新しく形成された市街地のため、建
物が災害に強く建てられると考えられるが、新しい住宅地であるため市外からの転入者が
多く、住民間の繋がりも弱いため、災害時におけるソフトな面が課題になっている。 
アンケート調査を通じて、フラワータウンの人口構成は高齢化に進むことがわかった。
地域内のコミュニティの関係は薄いことと防犯・安全、近隣関係の希薄化、福祉問題に対
して不安を感じることを明らかにした。これにより、フラワータウン地域の人たちは災害
に不安を感じるとともに、身の周りのもっと日常な不安や課題により強い不安を感じてい
ることが分かった。災害への対策に直接取り込むよりは、身の周りの日常課題を解決して、
地域コミュニティを強く構築して、日常時にも災害時にも個人と地域が強く結びつくこと
が災害へのそなえにもなる。地域の役員と地域のことに関心を持つ一部の人たちだけでは
なく、全ての地域住民が地域のことを考えて、地域に対する愛着心を育てることも相合防
災的には今後重視するべき政策だということを明らかにした。 
事例分析により、狭間が丘地区の課題として、近隣関係の希薄化が示された。アンケー
ト調査の結果によると、回答者は、15 年以上に狭間が丘地区に住む者が多かった。狭間が
丘地区は三田市の 4 つのニュータウンの中で一番最初に開発された。地域の近隣関係が強
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いコミュニティができていると予想されたが、結果を見ると予想に反して低かった。この
課題を解決するための活動として「カフェ狭間」という交流の場を活用して、男女、年齢
を問わずコミュニケーションをとることが有効であろう。一方、地域防災訓練は多くの参
加者が体験できるが、若い世代がほとんど参加しないことや防災訓練の説明が不十分で趣
旨が理解されていないなどの問題を今後解決するべきだと結論づけた。 
 
5．政策提案 
①狭間が丘地区に対する政策提案 
第一に、狭間が丘地区の近隣の付き合いが薄い課題に対して、これから、地域の住民を
対象に「あいさつ運動」のような取り組みを実施・推進する。狭間が丘地区の中で、自然
に触れる「小屋ケ谷公園」が設置されているので、普段からこの公園を活用して、花や木
等を植える地域活動を取り組んだり、週末に屋台を開いたりする地域と触れ合う活動を推
進することを提案する。 
第二に、「小屋ケ谷公園」の近くに、狭間が丘小学校や狭間が丘中学校があることに着
目した取り組みを提案する。この二つの学校に通う生徒に対して、子どもの時から地域に
対する愛着心を育てる必要がある。子ども時代から地域に愛着心を育てることができれば、
自然に地域のことや身の周りのことを強く認識して、そのぶんだけ地域と深く繋がるとす
れば、大人になっても地域を元気にするために地域の課題に取り組むことに熱心になるだ
ろうと期待される。 
第三に、地域の住民を気軽にコミュニティを作る場を築くように取り組むことを提唱す
る。例えば「カフェ狭間」のような地域の親睦を深める活動である。つまり、このような
一つの場が共有化されれば、いろいろな年齢層の人たちがそれぞれの興味に応じて、多様
性を持つ活動を企画して、地域の住民は男女、年齢を問わず常に一緒に交流しやすい場を
目指すことを推奨する。 
第四に、狭間が丘地区の防災訓練については、地域の住民にもっと防災知識や防災訓練
の中身を現状よりもっと詳細で的確に教える改善策を提案する。また、一年一回の防災訓
練の参加者は、年輩の方が多いという現況を踏まえて若者がもっと参加できる方法を考え
るべきである。 
②三田市全体に向けた政策提案 
三田市全体に目を向けると今後は、地域住民同士の付き合いを増やすような取り組みを
重視すべきであろう。特に地域間の親睦を深めるために、地域内の既存の地域活動を繋げ
る交流活動を進めることにより、それぞれの地域のコミュニティの活気を高める対策を試
みることを提案する。地域コミュニティが強くなることによって、災害が起こった際に「自
助・共助」の発揮へも繋がることが期待される。 
このようにすることで、従来は地域で、独立していた様々な多分野の活動は、日常的に
常に交流し合いながら、お互いのメンバーを知りあったり、情報を共有したり、さらに相
手の活動に参加したりすることを推進する。そうすると、固い印象のある防災をテーマに
する活動に参加しなくても、日常的な地域活動と連携しながら、自然に防災意識や防災知
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識を高めることができると考える。また、災害が起こった際に、従来防災活動や仕組みが
担う様々な対応は、多分野の活動が自発的に対応し、地域の力になり、避難や復興にも役
に立つことが期待される。 
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